
マネジメントメッセージ

財務・資本政策

資本の好循環を通じた市場評価と
企業価値の一層の向上を目指して
資本コストや株価を意識した経営の下、適切な資本管理を行い、創出した利益を成長投資と
株主還元にバランスよく振り向けることで「資本の好循環」を実現し、持続的な企業価値の
向上を目指します。

常務執行役　杣 信博

当社はプライム市場上場企業として、「資本コストや
株価を意識した経営」の実現に向け、資本効率の向上と
企業価値の持続的向上が極めて重要であると認識して
います。2024年5月には内外環境の変化を踏まえ前中
計を見直し、成長戦略をアップグレードするとともに、新
たに「修正利益」(※1)および「修正ROE」(※2)という定義を
導入しました。同年11月には、会社として目指すべき当
面の目安として「時価総額2兆円」を掲げ、その達成に
向けて取り組んできました。

前中計期間中は、成長戦略の3本柱と経営の効率化
を推進した結果、前中計初年度の年度平均株価と比較
して、最終年度末の株価は2倍超となるなど、成長に向
けた明るい兆しが見えています。

2026年5月に公表した新中計では、適切な資本管理
の下、成長戦略を着実に実行し、その過程で創出される
利益を、将来の成長に向けた戦略投資と株主還元にバ
ランスよく配賦することで、「資本の好循環」の実現と企
業価値の一層の向上を目指します。

新中計では2028年度の修正利益を1,900億円、修
正ROEを10%程度と高い目標を掲げつつ、株主還元の
充実（総還元性向55%への引き上げ・株主配当の引き
上げ）を行っていきます。引き続き、保有契約件数の底
打ち・反転、収益性の向上、適切な資本政策や株主還元
に取り組むことで、株主資本コストを上回る修正ROEの
継続的な実現を目指していきます。

株主資本ベース
（修正PBR）

純資産
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※1  修正利益＝当期純利益＋責任準備金の調整＋のれん償却額　
※2 修正ROE＝修正利益÷（株主資本－のれん未償却残高）
※3 修正PBR＝時価総額÷（株主資本－のれん未償却残高）
※4 株価は2021～2024年度については年度平均株価。
　　2025年度は2026年3月末時点終値を使用（以下指標の算出に用いた株価も同様）
※5 各指標は利益の実績値に基づき算出（2023年度以前は当期純利益、2024年度以降　
　   は修正利益）
※6 修正PER＝時価総額÷修正利益

修正PBR（※3）およびP/EVの状況

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

当社株価
（※4） 2,015円 2,194円 2,482円 2,900円 4,725円

利益水準
（※5） 1,580億円 976億円 870億円 1,457億円 1,715億円

修正
ROE 9.4％ 6.3％ 5.5％ 8.8％ 10.1％

修正
PER
（※6）

5.1 8.6 10.9 7.6 10.0

株式
益利
回り

19.6％ 11.6％ 9.2％ 13.2％ 10.0％
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現状認識と市場評価の更なる改善に向けた取り組み

当社はPBRが1倍を下回っており、同業他社対比でも
低水準にあるなど、市場からの評価を得られていないこ
とや、新契約の低迷や保有契約の減少を要因として、
ROEは株主資本コストを下回っていることを真摯に受け
止め、市場評価の改善に向けて、収益性の強化や資本
のコントロールに取り組んできました。前中計期間中
は、2024年１月に販売を開始した一時払終身保険が好
調であり、販売開始から約１年で累計50万件超を記録
するなど新契約が大幅に増加しました。これにより、営
業の好調に伴う新契約の増加が短期的に当期純利益を

押し下げる生命保険会社特有の影響を一部調整するた
め、当該影響を一部調整した「修正利益」を2024年度
に導入しました。

また、2025年度は運用環境等の好転等により利益水
準が向上し、修正ROEは10％に到達しました。修正PBR

は直近1倍に近い水準で推移しており、市場評価は着実
に向上していると認識しています。

一方で修正PERおよびP/EVは依然割安な水準に留ま
っているため、改善の余地があると考えています。引き
続き、市場価値の更なる向上を目指していきます。

財務・資本政策の基本的な考え方

当社はリスク選好ステートメントの下で、ERM（※1）に基
づき、事業運営における健全性を維持しつつ、経営資源
の適切な配分により収益性を確保することで、持続的な
成長や中長期的な企業価値の向上を実現すべく、財務・
資本政策を検討し、推進しています。

また、当社は株主に対する利益の還元を経営上の重
要な施策の一つとして位置付けています。新中計に掲げ

る成長戦略の実行によって、新中計最終年度の2028年
度には過去最高水準の修正利益の創出を目指し、当該
利益を将来に向けた成長投資と株主還元に配賦してい
きます。そして、総還元性向をこれまでの「中期平均40
～50%｣から「中期平均55%程度」へ、一株当たり配当
は2028年度に62円以上を目指していきます。

2028年度修正利益目標：1,900億円

・「かんぽ価値提供モデル」の確立を通じた保有契約件
数の底打ち・反転
・運用環境の変化を捉えた運用関係損益の持続的更新
・保険引受・資産運用の両面で、経済価値ベースの資本
規制を意識したリスク対比リターンの向上
・資本コスト等の経済合理性を踏まえた、戦略提携や出
資による収益源の多様化・経営基盤の強化

総還元性向 中期平均55％程度
2028年度の一株当たり配当 62円以上（※2）

積極的な株主還元

安定的な利益の創出

ESR適正水準 150～220%

適切な資本管理

・ESR水準に応じた経営行動
・新契約の獲得（保険引受リスクと資産運用リスクの分
散）や、リスク対比リターンを意識した運用ポートフォ
リオ再構築・新規投資対象の選別
・金利のある世界におけるリスク管理（大量解約リスク等）
・負債性資本の活用

・機動的な自己株式取得
・増配の継続および予見性の向上

持続的な
企業価値向上を目指す

※1 Enterprise Risk Managementの略語で、「統合リスク管理」のこと
※2 2028年度の修正利益目標の達成を前提とする
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2026年3月末より、日本国内において経済価値ベースの
ソルベンシー・マージン規制が導入されました。当社は新資
本規制の下でも、ESRのターゲットレンジおよび水準に応じ
た経営行動を継続しており、適正水準は従来どおり150％～
220％と、変更はありません。

2026年3月末のESRは、金利の上昇に伴う大量解約リス
クの影響により181％（※）と、2025年3月末から15ポイント
低下したものの、適正水準の範囲内にあることを確認してい
ます。大量解約リスクを除いた場合の2026年3月末のESR
は220%と適正水準の上限水準にあり、足元での解約率の
増加は見られておりません。引き続き、適切な資本管理を通
じて、適正水準の安定的な確保と中長期的なESR水準の向
上に取り組んでいきます。

また、金利上昇局面における大量解約リスクに伴うESRへ
の影響についても注視し、リスクの実態を慎重に見極めなが
ら、適切な対応を実施していきます。当社の主力商品は、純
粋な貯蓄性商品ではなく保障ニーズに訴求するものであ
り、金利上昇等に伴う解約は限定的であると考えています。
一時払終身保険についても、契約者の平均年齢が70歳程

度と高く、解約は限定的と想定しているものの、貯蓄性の高
い商品であるため、金利上昇時の大量解約の影響が相対的
に大きいことから、今後も適切な管理を行っていきます。加
えて、当社は資本配賦についても留意しています。所要資
本の内訳（リスクプロファイル）については、新資本規制の
導入に伴い計測方法を変更した場合であっても、大量解約
リスクの影響による解約・失効リスクの割合が大きい点や、
資産運用関係リスクが所要資本の過半を占めている点に変
更はありません。当社は、リスク対比リターンを意識した運
用ポートフォリオの再構築と、新契約の獲得による保険リス
クの占率向上に取り組むことで、バランスの取れたリスクプ
ロファイルの実現を図っていきます。さらに、ERMに基づき、
事業運営の健全性を維持しつつ、各リスク領域に適切に資
本を配賦し、資本コストを上回る収益性の確保に努めていき
ます。なお、ESRが適正水準を超過した場合には、資本効率
を高めて企業価値向上につなげる施策を優先して実施する
予定でおり、具体的には更なるリスクテイクや株主還元等を
検討し、資本効率と財務健全性の両立を図っていきます。

ERM

適切な資本管理

※ 2026年3月末のESRは監査未済の経済価値ベースのバランスシートに基づく暫定値

所要資本の内訳（2026年3月末）

保険リスク
38%

市場リスク
48%

金利リスク
7%

株式リスク
21%

為替リスク
11%
スプレッド
リスク 2%

その他 2%
不動産リスク
5%

オペレーショナルリスク 6%

解約・
失効リスク

27%

死亡リスク・
長寿リスク等

11%

信用リスク 8%

占率の向上を
目指す

保険引受
分散効果上のメリットが大きく 積極的な
獲得により占率を高めることを目指す
・保障性商品で収益性、貯蓄性商品でボリ
  ュームを確保し、新契約全体で利益の率と
  量の両面を確保
・25年度新契約の収益性は、平準払単独でも
  IRR（※1）は12%、BEY（※2）8年。一時払を含めた
  新契約全体のIRRは20%を上回る水準となる
・引き続き高収益性を維持し、新契約価値
 1,700億円以上を目指す

資産運用
ALMを基本とした上でリスク対比リターンを意識した運用
ポートフォリオ再構築
・金利のある世界を背景に、ポートフォリオ再構築を推進し、過去
  最高の運用関係損益の持続的更新を目指す
・EV成長率を達成するために必要な水準を意識したRoRを追求

戦略投資
戦略提携や出資を通じ、収益源を多様化、経営基盤を強化
・自己株式取得と比較しEPS成長に寄与する良質な案件を探索
・経済合理性を踏まえた適切な評価に基づき出資・撤退を行う

 バランスの取れたリスクプロファイルの実現

（注） 占率は、リスク間の分散効果等を考慮していない

マネジメントメッセージ

 ESRの状況
■ ESRの推移と水準向上への取り組み
大量解約リスクの影響による低下

■ 大量解約リスクの水準によるESRの感応度（2026年3月末）

△15pt2025年3月末（新基準） 196％ 2026年3月末 181％ 大量解約リスクを除いた場合 220％

20％解約 10％解約 大量解約リスクなし30%解約（規制モデル）

230％
220％
210％
200％
190％
180％
170％
160％

（ESR）

192％
181％

170％

円金利 50bp低下
基本シナリオ
円金利 50bp上昇205％

190％

218％

210％

222％
220％
217％

198％

215％

新中計における
取り組み

▶ ESR水準に応じた経営管理
▶ バランスの取れたリスクプロファイルの実現
  ・積極的な新契約獲得による分散効果向上
  ・リスク対比リターンを意識した運用ポートフォリオ再構築
  ・良質な提携・出資案件の探索、経済合理性を踏まえた適切な評価に基づく出資
▶ 金利のある世界におけるリスク管理（大量解約リスク等）
▶ 負債性資本の活用

※1 初期投資額を新契約費（初年度責任準備金負担を含む）とした場合に、初期投資額が将来キャッシュフロー（確実性等価利益）と等しくなる割引率
※2 初期投資額を新契約費（初年度責任準備金負担を含む）とした場合に、初期投資額が将来キャッシュフロー（確実性等価利益）によって回収されるために必要な年数

・安定的な配当を継続
・更なるリスクテイク、株主還元（自己株式取得等）等を検討

・安定的な配当を継続
・現状のリスクテイク、株主還元（自己株式取得等）等を継続

・リスク抑制、株主還元の見直しや資本増強等を実施

・安定的な配当を継続
・リスク抑制、株主還元の見直しや資本増強等を中長期的な視点で検討

資本水準格付目安

BBB格

A格

AA格

適 正
水 準

220％

150％

110％

■ ESRターゲットレンジと水準に応じた経営行動
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経営の効率化

業務効率化等による必要経費の最適配分

リスク選好ステートメント

当社は前中計において、2025年度までに必要経費を
5,020億円まで削減するという目標を掲げていました
が、業務効率化等に着実に取り組み、必要経費全体の低
減を進めた結果、目標を達成しました。

2026年度以降は、AI・デジタル等を駆使した便利で
手厚いサービスの提供等に向けて、AI投資等の新中計
における強化領域に必要な投資を行う一方、業務量を削
減しながら、社員をより付加価値の高い業務へシフトす
ることなどにより、必要経費の最適配分を行い、経営の
効率化を目指していきます。

あわせて、当社はサービスセンターの業務効率化も
進め、2026年度始の目標であった約2,000人相当の業
務量の削減を達成しました。新中計においても、AI・デジ
タル等を活用し、業務フローを見直すことで、更なる業
務量の削減を図っていきます。

リスク選好ステートメントは、当社のリスクテイクの方針（目標収益達成を果たす上で、どのようなリスクを取るか）を定
めたものです。当社では、「定性的なリスク選好」と「定量的なリスク選好」に分けて設定しています。

リスク区分 ステートメント

定性的な 
リスク選好

全体方針

■ 郵便局ネットワークを通じ、ユニバーサルサービスの一翼を担うとともに、会社の持続的な成長
の基盤として、社員一人ひとりがやりがいを感じながら、会社と共に成長できる企業風土に改革し、
お客さま本位を徹底した業務運営を追求する。
■  ERMに基づき、事業運営の健全性を維持しつつ、経営資源の適切な配分により収益性を確保す
ることで、持続的な成長を実現する。

保険引受リスク ■ 募集品質を伴った適切な営業活動に基づく保険商品の引き受けを行うとともに、保険ニーズの多
様化に対応する。

資産運用リスク
■ 解約リスクや収益性を考慮の上、資産と負債のマッチングを推進することを基本とする。
■ 世界有数の機関投資家を目指し、市場制約や健全性に配慮しつつ、運用収益の向上を図る。

戦略投資リスク
■ 戦略提携や出資により、収益源の多様化や経営基盤の強化を図る。
■ 経済合理性を踏まえた適切な評価に基づき、当社の経営戦略に沿った出資・撤退の判断を行う。

オペレーショナル・
リスク

■ 内部管理態勢を強化するとともに、引き受けから支払いまで、あらゆる業務を簡易・迅速・正確
に行う態勢を整備することにより、オペレーショナル・リスクの顕在化を抑制する。
■ 経営陣と社員のコミュニケーションの活性化、多様なキャリア形成へのサポートおよびマネジメン
ト力の強化等により人的リスクの顕在化を抑制する。
■ 高いリスク感度をもってリスク情報を検知するとともに、社員一人ひとりに社会の期待に応える行
動を定着させ、コンプライアンス・リスクの顕在化を抑制する。

定量的な 
リスク選好

■ 財務健全性の適正水準を設定し、指標が中長期的にこの水準の範囲内になるよう適正な管理体
制を整備する。

　・適正水準 ソルベンシー・マージン比率（ESR）150～220％

保険業務のデジタル化等
業務効率化 コスト削減 データ活用の促進

2021 2024 2025 2026 （年度始）

■  2,000人相当の業務量削減を達成
■ お客さまサポート領域等へ段階的にシフト

業務量
（人相当）

4,000

3,000
2,470

2,000

 業務効率化の推進
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再再保険の実施

当社は資本効率を高めることを目的として、契約者配
当比率が高い民営化前契約のうち、リスク対比リターン
効率が低い契約を対象として、2023年度以降、3回にわ
たり共同保険式再保険（※1）の形式で再再保険を実施して
きました。これらの取り組みや、足元の金利上昇により、
金利リスクに係る対応の必要性は低下しているものの、
引き続き適切な資本管理の観点から、民営化前契約に
係るリスク管理を行うために、2026年7月10日にSCOR 

SE社（以下「SCOR」）と以下の１～３を検討する覚書を
締結することをそれぞれ決定しました。

今後は、再保険取引および再保険ビークルへの出資
に関する詳細等についての協議を継続し、これらの事項
について最終合意および必要な許認可の取得を条件
に、かんぽ生命およびSCORは、再保険取引および再保
険ビークルへの出資を開始することを想定しています。

マネジメントメッセージ

株主還元

株主還元の状況

当社は、2024年度から株主還元原資として導入した修
正利益が向上したことを踏まえ、前中計期間において株主
還元を強化してきました。2025年度の配当については、
当初予想通り一株当たり124円を実施し、配当総額は過去
最高となる454億円を計上しました。その結果、総還元性
向は、株主還元方針として掲げていた中期平均40～50％

の中央値を超える47%程度まで上昇しました。
また、当社は、投資単位当たりの金額を引き下げ、より

投資しやすい環境を整えるとともに、当社普通株式の流動
性向上および投資家層の拡大を図ることを目的として、当
社普通株式を一株につき三株の割合で分割しています

（効力発生日：2026年4月1日）。

出再
対象

旧区分のリスク管理を
引き続き検討

資本効率改善を図る

利益水準が低く
リスク水準が高い
民営化前の終身年金

2025年度 2026年度～2023年度 2024年度

取引規模（※）

再保険料
初年度の予定
利益軽減額

取引先

2024年3月 2025年3月 2026年3月
• 負債薄価に対して負債時価が
  大きい
• デュレーションが長期
• 特に低金利環境下においては
  リスク削減の必要性が高い

約6,400億円

約6,900億円

約160億円
RGA Global Reinsurance

Company, Ltd.

約5,500億円

約5,300億円

約140億円

Talcott Life Re, Ltd.

約2,100億円

約2,000億円

約50億円
Aflac Re Bermuda Ltd.

Talcott Life Re, Ltd.

※ 責任準備金ベース、再保険料との差額については危険準備金で中立化（修正利益に影響なし）

※１ 保険引受リスクと金利リスクを出再する再保険形式をいう。当該再保険に当たっては、カウンターパーティリスクに配意し、担保条件を含めた総合的な再保険条件を設定
※2 かんぽ生命が保有する再保険ビークルの議決権は50%未満とすることを予定

１．民営化前契約の保険引受リスクを対象とした再保険取引を実施すること

２．SCORがリスク管理を目的とする再保険ビークルを設立・出資・運営を行うこと。再保険ビークルでは、かんぽ生
　命からの当該保険引受リスクとSCORからの保険引受リスクを受再し、リスク分散を図る想定であること

３．再保険ビークルの財務健全性を確保する目的でかんぽ生命が再保険ビークルに出資（※2）すること。これにより、
　出再した再保険契約が受再元において適切に管理されることを確保する想定であること
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 再再保険の活用状況



株主還元原資（※5）

（億円）

総還元額
（億円）

1,661

4,016（※2） 709

1,580

2020

355

976

360

870

748

1,457

904

1,715 1,550
程度

2021 2022 2023 2024 2025 2026e

44.9％

2028e

1,900
程度

36.4％ 41.4％
51.4％ 52.7％（※3）

21.3期
241.8％（※2）

90
（30）

76
（25）

92
（30）

94
（31）

104
（34）

124
（41）

150
186

（年度）

総還元額の水準は
前中計期間対比向上を見込む

配当の年平均成長率（前中計期間）： 10.3％

配当の年平均成長率（中計期間）： 14.5％（※4）

新中計期間前中計期間

一株当たり配当（分割後）
62円以上への

増配を目指す（※4）
一株当たり配当（分割後）

50円を予想

総還元性向

一株当たり配当（※1）

（円）

前中計期間の総還元性向平均 47％程度 総還元性向中期平均 55％程度

株主還元方針

当社は、市場からの期待に応え市場評価を向上させる
べく、前中計期間において株主還元の充実に積極的に
取り組んできました。新中計期間では株主還元の予見
性の向上を意図し、適切な資本管理を行いつつ、利益水

準の向上と安定性を背景に、総還元性向の目標を中期
平均55%程度へ引き上げることとしました。2028年度
の配当については、一株当たり62円以上を目指してい
きます。

企業価値向上に向けて

新中計の取り組み

リモート・デジタルとの連携によるリアルチャネルの価値向上

保険商品の魅力向上と拡充

AI・デジタル等を駆使した便利で手厚いサービス・業務の再構築

社員一人ひとりが能力を最大限発揮できる環境構築

運用関係損益の持続的更新

インオーガニック成長等による提供価値拡大への挑戦

ESRのターゲットレンジの設定と水準に応じた経営行動

株主還元の充実と予見性の向上

透明性の高いタイムリーな開示による市場評価の改善

新中計、サステナビリティ経営の推進による成長期待醸成

戦略❷

戦略❸

基　盤

基　盤

基　盤

基　盤

戦略❶

基　盤

戦略❶

戦略❶

修正PBR向上

企業価値
向上

契約継続率の
業界トップ水準の維持
契約継続率 業界トップ水準
お客さま満足度 93%以上

収益性の向上

運用関係損益2,900億円
インオーガニック成長からの

利益250億円以上

新契約水準の向上

新契約価値1,700億円

保有契約件数の
底打ち反転

保有契約件数(個人保険)
1,600万件以上

適切な資本政策

 ESR適正水準
150~220%

修正ROE

10%程度

修正
ROE
向上

修正PER

資本
コスト
抑制

指標

指標 指標

指標

指標

指標

※1 グラフ中の一株当たり配当額は、2026年4月1日を効力発生日とする株式分割（一株→三株）考慮前の金額（2027年3月期以降については換算額）。括弧内に分割考慮後の金額を記載（1円未満切り捨て）
※2 2021年3月期利益に係る総還元額には、2021年5月に実施した日本郵政からの自己株式取得（3,588億円）が含まれる
※3 2026年3月期の修正利益が上振れたことに対する追加還元は、2027年3月期以降に実施する自己株式取得と合わせて別途検討
※4 2029年3月期修正利益目標（1,900億円程度）の達成を前提とする
※5 株主還元原資は、2024年3月期以前は当期純利益、2025年3月期以降は修正利益

当社が、持続的な企業価値の向上を実現する上で、幅広い
ステークホルダーの皆さまとの対話等を一層推進し、当社の
戦略に対するご理解を深めていただくことに加え、相互の信頼
関係を深めていくことが必要不可欠であると考えています。当
社は、生命保険事業という特性や当社固有の会計上の取り扱
いや規制によって一部業務に制限があることなど、いくつもの
特殊性を有しています。そのため、丁寧なIR活動や統合報告書

をはじめとした資料での分かりやすい開示を通じて、的確な情
報提供に努めています。これまでも、ステークホルダーの皆さ
まとの対話で得られたご意見等を財務・資本政策への反映に
努めてきました。新中計における財務・資本政策や株主還元の
充実についても、ステークホルダーの皆さまとの対話も踏ま
えて決定しました。今後とも、皆さまから頂戴するご意見を真
摯に受け止め、適切に経営に反映するよう努めていきます。
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 株主還元の推移と方針

 市場評価向上へのロジックツリー図と2028年度の主な目標等
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　前中計最終年度である2025年度には、運用関係損益の過去最高水準達成や海外保険市場・ア
セットマネジメント事業からの収益拡大により、修正利益・修正ROE・EV成長率（RoEV）（※1）につ
いては目標を上回って達成したほか、一株当たり配当額についても当初予想通り実施しました。新
契約の回復は道半ばにとどまったものの、前中計に掲げた各種施策の着実な推進により、契約継続
率は業界トップ水準まで上昇しました。こうした前中計での成果や
課題を踏まえ、2026年度から開始した新中計では、本格的な

「成長・挑戦」へと乗り出していきます。

⚫ 募集品質に係る諸問題の発生を受け、優先対策事項を速やかに 
策定・実行。お客さまからの信頼回復の土台を構築し、営業活動を 
一部再開

⚫ 営業活動を全面再開するとともに、アフターフォロー強化、各種手続き・支払いの迅速化等を進め、
継続率は業界トップ水準まで上昇。一方で、非公開金融情報の不適切な利用への対応で来局誘致を
停止した影響や、保険料改定時期が当初計画から遅れたことなどから、営業回復は道半ば

⚫ 運用環境の好転を背景として、過去最高の運用関係損益を達成

2020年度目標 2020年度実績

一株当たり当期純利益 
（参考）連結当期純利益

155円 
930億円

295円 
1,661億円

一株当たり配当額（※2） 76円
（25円）

76円
（25円）

保有契約年換算保険料 
（個人保険） 4.9兆円程度 3.89兆円

修正利益 
（参考）連結当期純利益

修正ROE
EV成長率（RoEV）

一株当たり配当額（※2）

保有契約件数（個人保険）

お客さま満足度
NPS®（※3）

再生

2018 2020 20222019 2021
⚫ 募集品質に係る諸問題の発生 ⚫  新しいかんぽ 

営業体制に移行

中期経営計画2018-2020

中期経営計画

 基本方針
⚫ 保障重視の販売強化、募集品質の向上、新たな顧客層の開拓、新

商品開発、営業基盤の整備
⚫ ICT活用によるサービス向上、事務の効率化
⚫ 資産運用の多様化、リスク管理の高度化

 中期経営計画2018-2020の概要
⚫ 安心・信頼を基盤として、お客さまのニーズにお応えする保障を 

提供し、保有契約の反転・成長により、持続的な利益成長を目指す
 基本方針

⚫ 信頼回復に向けた取り組みの継続
⚫ 事業基盤の強化
⚫ お客さま体験価値の向上
⚫ ESG経営の推進
⚫ 企業風土改革・働き方改革
⚫ ガバナンスの強化・資本政策

 中期経営計画2021-2025の概要
⚫ お客さまから真に信頼される企業へと再生し、お客さま体験価値を最優先とするビジネスモデルへ転換

することで、持続的成長を目指す

  募集品質に係る諸問題を踏まえた 
優先対応事項

⚫ お客さまの信頼回復に向けた取り組み
⚫ 業務改善計画に基づく改善策の実施・定着
⚫ 事業基盤の再構築・企業価値の向上

募集品質に係る
諸問題の発生

⚫  信頼回復に向けた 
業務運営の開始

※1  RoEVとは、Return on Embedded Valueの頭文字をとったもので、「一定期間のEVの成長率」のことであり、EVの変動要因から「経済前提と実績の差異」およびのれんの影響を除く。EV成長
率（RoEV）は、2025年度末における経済価値ベースのソルベンシー規制の適用開始に伴い見直しを実施した計算基準によって算出

※2 2026年4月1日を効力発生日とする株式分割（一株→三株）考慮前の金額（2027年3月期以降については換算額）。括弧内に分割考慮後の金額を記載（1円未満切り捨て）
※3 「Net Promoter Score」の略であり、ベイン・アンド・カンパニー、フレッド・ライクヘルド、サトメトリックス・システムズ（現NICE Systems, Inc）の登録商標。参考として記載している数値　
　　および順位は、NTTコムオンライン社「NPS®ベンチマーク調査2025生命保険」 

⚫ 業務改善命令に基づく報告義務
の解除（2023.12）

⚫「金利のある世界」への移行

内外環境の変化

マネジメントメッセージ

中期経営計画の振り返り

2023
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⚫ リモート・デジタルとの連携によるリアルチャネルの価値向上
およびお客さまに合った 「わかりやすい商品」 と「便利で手厚
いサービス」の提供により、巨大かつ独自のお客さま基盤の潜
在的保険ニーズにお応えし、保有契約件数の底打ち・反転へ

⚫ 契約継続率は業界トップ水準を維持しながら、お客さま満足
度を更に向上営業活動を全面再開するとともに、アフターフォロー強化、各種手続き・支払いの迅速化等を進め、契約

一方で、非公開金融情報の不適切な利用への対応で来局誘致を
停止した影響や、保険料改定時期が当初計画から遅れたことなどから、営業回復は道半ば

過去最高の運用関係損益を達成

2028年度目標

修正利益 1,900億円

修正ROE 10%程度

一株当たりEV成長率 中期平均8％以上

総還元性向
一株当たり配当額（※2）

中期平均55％程度
186円（62円）以上（※4）

保有契約件数
（うち民営化後契約）（個人保険） 1,600万件以上（1,150万件以上）

お客さま満足度 93％以上

2025年度目標 2025年度実績

970億円
800億円

1,715億円
1,687億円

6%程度 10.1%
6～8％ 9.5%

原則減配はせず
増配を目指す 124円（41円）

1,850万件以上 1,772万件
90％以上 84%

業界上位水準 ▲54.8（11位/13社）

再生

2024 2026 20282025 2027
⚫ 来局誘致の本格的再開

中期経営計画2026-2028

2021-2025

成長・挑戦

 基本方針

  中期経営計画2026-2028の概要
⚫郵便局とともに日本全国のお客さまとのつながりを拡大・深化させ、
　今も、未来も、安心を届ける

お客さまから真に信頼される企業へと再生し、お客さま体験価値を最優先とするビジネスモデルへ転換

 中期経営計画の見直し
⚫ ライフステージ／世代を超えたつながりに

よるお客さま数の維持・拡大
⚫ 持続的な「強い会社」へ
⚫ サステナビリティ経営
⚫ 資本効率を意識した経営

保険サービスの更なる拡充

資産運用の深化・進化

収益源の多様化

⚫ リモート・デジタルとの連携によ
るリアルチャネルの価値向上

⚫ 「わかりやすい商品」と「便利で手
　厚いサービス」の提供

「かんぽ価値提供モデル」の
確立

⚫ 運用関係損益の持続的更新
⚫ 投資の力で社会課題を解決

運用環境の変化を捉えた
資産運用と社会課題の解決

⚫人的資本経営・ガバナンスの強化・ステークホルダーとの対話・財務資本政策

経営基盤の確立

⚫ インオーガニック成長等による提供価値拡大
⚫ AI・デジタル等を駆使した事業変革

みらいへの挑戦

3つの重要戦略

 成長戦略の3本柱

※4 2028年度の修正利益目標の達成を前提
※5 2024年9月27日に公表した「非公開金融情報の不適切な利用」に係る事案、および2025年3月18日に公表した「一時払終身保険の販売に係る認可取得前の勧誘」に係る事案のこと

⚫ 一時払終身保険の販売開始
⚫ 中期経営計画の見直し
⚫ クロスセル事案等（※5）の発生

2023
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いつでもそばにいる。
どこにいても支える。

すべての人生を、守り続けたい。

かんぽ生命が届ける価値

経営理念

豊かで
安定した
生活の実現

高度な
資産運用と
社会課題の
解決

新たな
安心の創造

　当社は2026年5月に、新しい中期経営計画を公表しました。
　郵便局とともに、日本全国のお客さまとのつながりを拡大・深化させ、
今も、未来も、安心を届けることで、中長期的な企業価値の向上を目指します。

新中計の策定に当たり、「いつでもそばにいる。どこに
いても支える。すべての人生を、守り続けたい。」という
経営理念の下、当社がお客さまに届ける３つの価値を明
確化しました。

また、中長期の事業環境として、人口減少や長寿社会
の定着、単身世帯の増加、テクノロジーの進展など、社会

環境が大きく変化していくと認識しています。こうした
環境下においては、お客さまが求める保障や商品・サー
ビス、その提供手段が大きく変化していきます。当社は、
これらの変化がもたらす影響を「機会」と捉え、積極的に
取り組んでいく必要があると考えています。

 当社が届ける３つの価値

中長期の事業環境 かんぽ生命が捉えるべき機会等
▶▶ 
・生きるための保障へのニーズのシフトが進展
  (資産形成ニーズの高まり）
・単身世帯が多い長寿社会では、アフターフォローへの
  ニーズが増加
▶▶ 
・人口減少、過疎化の進展などに対応するため、郵便局では、
  窓口営業時間の弾力化等、地域事情に応じた柔軟な運営体
  制を構築
▶▶
・人間とAIの協働による業務遂行など働き方が抜本的に変化
・ハイパーパーソナライズ化された商品・サービスの普及
・AIエージェントが金融商品を含めた資産形成を支援
・人口減少を前提とした収益源の更なる多様化の必要性

1 人口減少

2 長寿社会の定着

3 単身世帯の増加

4 都市部への人口集中

5 テクノロジーの進展

2 3

1 4 5

1 5

保障ニーズの多様化

郵便局ネットワークの持続的発展

ビジネスモデルの変化

 中長期の事業環境と当社が捉えるべき機会等

届ける3つの価値、中長期の事業環境認識を踏まえ、
当社は「新たな価値を生み出し続け、安心を全国に届け
るエッセンシャル・カンパニー」となることを、2040年
に目指す姿として新たに設定しました。この「エッセン
シャル・カンパニー」には、かんぽ生命がお客さまの人生
や社会にとって「なくてはならない会社」「必要不可欠な

存在」であり続けたいという想いを込めています。
そして、この目指す姿の達成に向けて、前中計の振り

返りなどを踏まえながら、新中計期間の3年間を「成長・
挑戦フェーズ」と位置づけ、3つの重要戦略に取り組んで
いきます。

 当社が取り組むべき成長戦略

3つの
重要戦略

2040年に目指す姿

新たな価値を生み出し続け、
安心を全国に届ける

エッセンシャル・カンパニー

「かんぽ価値提供モデル」の確立 P.20
戦略 ❶

戦略 ❸

P.23みらいへの挑戦

戦略 ❷

P.22運用環境の変化を捉えた資産運用と社会課題の解決

マネジメントメッセージ

新しい中期経営計画の概要
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※1 当社独自調査を基に推計（2025年7～8月にインターネット調査、N:7,000超）。 　
　マーケットポテンシャルは、生命保険での備えの必要性は認識しているものの、加入　
　検討に至っていない金額の推計
※2 新契約年換算保険料

当社は、約1,577万人という巨大なお客さま基盤に加
え、日本郵政グループ各社のサービスをご利用いただ
く多数のお客さまとも接点を有しています。巨大かつ独
自性の高いお客さま基盤を有していることは、当社の大
きな強みです。

当社の2025年度の新契約実績は973億円である一
方、日本郵政グループとの接点を有するお客さまの生
命保険加入ポテンシャルは、その15倍程度に上ると推
計しています。このように、当社がお応えできていない
潜在的保険ニーズはなお大きいと認識しています。

郵政グループと接点のあるお客さまの生命保険加入ポテンシャル(※1、2)

15倍程度

かんぽ生命の新契約実績（※2）
（2025年度）
973億円

大きなマーケットポテンシャル

 当社のマーケットポテンシャル

この潜在的保険ニーズにお応えするため、質と量を伴
った、最善のお客さま本位の業務モデルである「かんぽ
価値提供モデル」を確立し、お客さま一人ひとりに最適な

「わかりやすい商品」とAI・デジタル等を駆使した「便利
で手厚いサービス」を提供します。

具体的には、①リモート・デジタルとの連携によるリア
ルチャネルの価値向上、②保険商品の魅力向上と拡充、
③ AI・デジタル等を駆使した便利で手厚いサービスの提
供に取り組み、これまで以上にお客さまの保険ニーズに
お応えしていきます。

「かんぽ価値提供モデル」を確立

リモート・デジタルとの連携により
リアルチャネルの価値を向上
お客さまにあった 「わかりやすい商品」 と

「便利で手厚いサービス」 を提供

日本全国のお客さま一人ひとりに最適な、 かんぽならではの安心を届ける

魅力的な商品と的確・丁寧な提案、快適な加入体験
郵便局窓口・コンサルタント・法人営業社員が、お客さまにあったわかりやすい商品を、AIによる
サポートの下、的確・丁寧に提案

業界トップ水準の契約継続率、確実・簡単・迅速な支払い
AI・デジタル、お客さまデータを活用した手厚いフォローと便利な手続き、どのようなときでも
確実・簡単・迅速な支払い

質と量を伴った、最善のお客さま本位の
業務モデルを確立

日本全国のお客さまの潜在的保険ニーズに応えるためのアプローチを“飛躍的に”拡大
リモート・デジタルを活用しお客さま接点を増加、お客さま情報に基づく最適なアプローチに
より保険ニーズへの気づきの機会を拡大

きっかけ
相談

アフターフォロー
各種手続き

提案
加入

 「かんぽ価値提供モデル」の全体像

「かんぽ価値提供モデル」の確立を通じて、前中計の
取り組みによって業界トップ水準に上昇した高い契約継
続率を維持するとともに、新契約を更に増加させること

で、新中計期間中における民営化後の保有契約件数の
反転、全保有契約件数の底打ちを実現し、企業価値向上
につなげていきます。

保
有
契
約
件
数（
個
人
保
険
）

民
営
化
後
契
約

全
契
約

民営化後契約

全契約

新中計期間の「反転」
2028年度の保有契約件数

1,150万件 以上

新中計期間の「底打ち」
2028年度の保有契約件数

1,600万件 以上新契約のさらなる増加

契約継続率
（2025年度 約97.5％）
業界トップ水準を維持

巨大かつ独自性の高いお客さま基盤に潜在する保険
ニーズへ応えるために「かんぽ価値提供モデル」を確立

取り組み①
リモート・デジタルとの連携による
リアルチャネルの価値向上 取り組み②

保険商品の
魅力向上と拡充 取り組み③

AI・デジタル等を駆使した
便利で手厚いサービスの提供

1,500万件

2,000万件

反転反転

底打ち底打ち

2021 　　　 　　  2023 　　  2024 　　   2025 2026 　　  2027 　　   2028 

2021 　　　  　　  2023 　　  2024 　　   2025 2026 　　  2027 　　   2028 

（年度）

（年度）
前中計期間 新中計期間

前中計期間 新中計期間
2022 

2022 

 「かんぽ価値提供モデル」の確立によって目指す姿

戦略 ❶ 「かんぽ価値提供モデル」の確立
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※ 生命保険文化センター「2024（令和６）年度生命保険に関する全国実態調査」 （2人以上世帯の調査結果）

2024年3月の日本銀行によるマイナス金利政策の解
除以降、足元でも続く金利上昇といった環境変化や、老
後の生活保障へのニーズの高まり等を踏まえ、「主力商
品の魅力向上」「お客さまの基礎的なニーズに応える商
品ラインアップの拡充」「お客さまニーズの変化に柔軟
に対応する制度の拡充」を目指していきます。具体的に

は、お客さまが保障を求めやすくするための既存商品の
保険料引き下げ等を行うほか、世代ごとのニーズを細か
く把握し、応える「わかりやすい商品」の拡充等に取り組
みます。あわせて、ライフイベントの発生によりニーズ
の変化があった場合に保障内容を柔軟に変更・継続でき
る制度も拡充していきます。

0.0

1.0

2.0

3.0

2022 2023 2024 2025 2026（年度）

10年債

20年債

金利のある世界への移行
（％）

一時払 予定利率
 （26.1より1.75%）

平準払 予定利率
（26.5より0.9%）

老後の生活資金への不安（※）

28.7%

24.4%

68.5%

73.1%

0% 25% 50% 75% 100%

2021

2024

安心 不明 不安

幅広い年代のニーズに応える保険商品
若年層

（20・30代）

主
な
ニ
ー
ズ
と
対
応
す
る
保
険
商
品

既存商品の
魅力向上

保険商品の
拡充

NEW

壮年層
（40・50代）

シニア層
（60代～）

結婚・出産・子育て等のライフイベントの資金準備 ▶ 養老保険・学資保険

遺族保障 ▶ 終身保険・定期保険

病気・ケガへの備え ▶ 医療特約・傷害特約

資産承継 ▶ 一時払終身

老後の生活保障等への備え ▶ 安全・確実に準備できる資産形成商品

基礎的な保障への備え ▶ 新たな保障性商品

保障内容を柔軟に変更・継続したい ▶ 制度の拡充

お客さま分析・
マーケティング

リモートチャネル 
（サービスセンター）

リモートによる
アフターフォロー

リアルによる
アフターフォロー

AIサポートを含めた
的確・丁寧な提案

保険相談に注力

お客さま

リモート・デジタルの連携

関係強化
相談機会の提供

デジタルを通じた
気づきの提供

デジタルチャネル・
本社

保険の大切さやかんぽの魅力に関する
認知を拡大（かんぽファンの増加）

保険に関心が高い方へ
リアルでの相談機会を提供

AI・デジタル等を活用した
パーソナルなマーケティング

NEW 強化

保険見直し本舗グループの
ノウハウも活用　

リアルチャネル (中核) 
（郵便局窓口・コンサルタント・法人営業社員）

価値
向上

リモート・デジタルを通じたお客さま接点の拡大や手
厚いアフターフォロー等により保険ニーズへの気づき
の機会を提供していきます。そして、保険に関心が高い
方をリアルチャネルへ案内することで、保険相談機会の
倍増を目指していきます。

さらに、リアルチャネルが保険相談に注力できる環境
を整備し、保険相談に関するAIサポートなども行いなが
ら、お客さまに最適な「わかりやすい商品」を的確・丁寧
に提案するなど、中核であるリアルチャネルの価値を高
めていきます。

 リアルチャネルの価値向上イメージ

 外部環境・ニーズの変化と商品開発の方向性

AI・デジタル、お客さまデータに基づくマーケティング
手法を駆使することで、お客さま一人ひとりに最適な 

「わかりやすい商品」の的確・丁寧な提案と、「手厚いアフ
ターフォロー」、「便利な手続き」等、かんぽ生命ならでは
のサービスを提供することで高いお客さま満足度と契
約継続率を実現していきます。

加入前 ご案内

保険相談

加入後 アフターフォロー

各種手続き等

等

お客さまデータによりライフステージの変化を捉え、適時、最適な情報を提供

お客さまの属性などに応じ、必要な保険とこれに応える保険商品を
AIのサポートで的確・丁寧に提案

お客さまの状況に応じ、リアル・リモート・デジタルを組み合わせた
個別最適なアフターフォローを実施

AIによる窓口等での即時の書類確認など、より簡単・迅速な手続き、
支払い（最短当日着金）を実現

 便利で手厚いサービス例

マネジメントメッセージ
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リモート・デジタルとの連携によるリアルチャネルの
価値向上

取り組み①

保険商品の魅力向上と拡充
取り組み②

AI・デジタル等を駆使した便利で手厚いサービスの提供
取り組み③



当社は、幅広い資産を長期的に運用するユニバーサル
オーナーとして、運用基盤を一層強化した上で、国内金
利上昇等の運用環境の好転を捉え、ポートフォリオの再
構築を通じて過去最高の運用関係損益の持続的更新を

実現していきます。さらに、インパクト投資の推進や産
学連携により、資産運用を通じた社会課題解決や、次世
代の産業構造の柱となる企業発掘にも貢献することで、
世界有数の機関投資家を目指していきます。

世界有数の
機関投資家へ

運用基盤の強化

既存提携先との連携深化、新たな提携先の探索

海外拠点拡充・経済調査機能強化

グローバル志向の専門人材の育成・確保

次世代事務・システム態勢の構築

取り組み①

運用関係損益の持続的更新

取り組み②

インパクト投資・産学連携の
更なる推進

高い運用収益の獲得 投資の力で社会課題を解決 

当社は円金利資産を中心に様々な資産への分散投資を
通じて、中長期的に安定的な運用収益を獲得することを
目的として資産運用を行っています。新中計では、前中
計に引き続きERMのフレームワークの下、ALM（※1）によ
る安定的な運用を基本としつつ、「金利のある世界」への

移行を背景に、リスクを適切に抑制しながら収益拡大を
図ります。こうした方針の下、円債運用の積極化や収益
追求資産内のリバランスを通じたポートフォリオの再構
築を推進し、運用関係損益の過去最高水準の持続的更新
を目指していきます。

※1 Asset Liability Managementの略語で、「資産・負債の総合管理」のこと
※2 直近の取り組み： Ashmore Group plcとの戦略的提携（新興国マーケット）、 米国現地法人設立（米国マーケット）、かんぽ経済研究所設置
※3 当社は民営化以来、政策保有株式を保有しておらず、株式は子会社等を除き純投資目的で保有

「収益追求資産の積み上げ」フェーズから「ポートフォリオの再構築」フェーズへ

26.3末時点
総資産

58.4兆円
（連結）

その他

収益追求資産
12.9兆円（22.1%） 

公社債
39.5兆円（67.7%）

金利のある世界を背景に
円債運用を積極化

・ 中期ゾーン（5～10年）を含め、償還との
   バランスを考慮した投資
・ 低利回り債の入替売買を継続し、収益を
   改善

収益追求資産の占率を維持
収益追求資産内でのリバランスを推進

・ パブリック資産（国内株式等）からプライベート資産へ
　（オルタナティブ資産の総資産占率5%程度）
・ 海外資産から国内資産へ（オルタナティブ（国内不動産等））
・ 運用ケイパビリティを拡大(※2)し、新たな運用対象拡大を含めた
   リスク対比リターン向上に資する投資を、適切なタイミングを見極
   めて一層推進

収益追求資産の総資産占率見込み

2025年度末 中計期間
収益追求資産
　うち株式（※3）

　うち外国債券
　うちオルタナティブ

22.1%
9.9%
7.3%
3.7%

横ばい
減少
減少
増加

運用関係損益の
持続的更新を目指す

2028e2027e2026e2025

2,000
2,200

2,600
2,900（億円）

（年度）

2025年度対比
＋900億円程度

 金融環境の構造変化を踏まえたポートフォリオの再構築

戦略 ❷ 運用環境の変化を捉えた資産運用と社会課題の解決 
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運用関係損益の持続的更新
取り組み①
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※ 経済的リターンと社会課題の解決の両立を目指した連携・協働

1,000億円

2022 2023 2024 2028
〈目標〉

2025

200

400

600

800

1,000

0

（億円）

～

～ （年度）

当社独自のインパクト投資のフレームワークである
「インパクト“K”プロジェクト」の拡大を通じ、社会課題解
決と収益獲得の両立に取り組むとともに、業界のリー
ダーとしての地位確立を目指します。同プロジェクトで認
証した累計投資額は、2028年度末までに前中計期間の
目標額の2倍に当たる1,000億円に拡大する方針です。

また、産学連携を通じて、大学発スタートアップへの
投資、共同研究、人材交流等に取り組み、インパクト・エ
コシステム（※）の深化を図ります。

当社は事業の安定化や強化、更なる利益成長を目指
し、新中計期間において、「インオーガニック成長等によ
る提供価値拡大への挑戦」「AI・デジタル等を駆使した事
業変革への挑戦」に取り組みます。これらの取り組みに

より、お客さまへの提供価値の拡大を図り、「安心をお届
けする」企業としての姿を体現するとともに、収益力の
一層の向上を目指します。

当社は、海外保険市場やアセットマネジメント事業に
おける既存の提携先との協業を深化させるとともに、当
社事業との親和性が高く、自己株式取得と比較しEPS成
長に寄与する等の良質な投資・提携機会の探索を継続し
ていきます。これまでの取り組みにより、2025年度には

インオーガニック成長からの利益創出は75億円程度ま
で拡大しており、新中計期間中もこれらの収益源の多様
化に向けた取り組みを一層推進することで、2028年度
には250億円以上（※1）の利益創出を目指します。

〈修正利益への貢献〉

75億円 程度（※1） 250億円 以上（※1）

2025年度実績

2028年度目標

2023年 KKR/Global Atlanticとの戦略的提携、再保険ビークルへの投資を決定
2025年 Global Atlanticが新たに運用する再保険ビークルへの20億ドル（約3,000億円）の投資を決定

2022年 三井物産と業務提携。三井物産かんぽアセットマネジメント（MKAM）を設立
2024年 大和AMへの20％出資（500億円規模）
2025年 大和AM、MKAMを通じ、「三井物産オルタナティブインベストメンツ（※2）」への出資を実行

これまでの
取り組み

海外保険
市場

アセマネ
事業

これまでの
取り組み

・ これまでの取り組みを深化
・ 当社の事業と親和性のある新たな領域を継続的に探索

 提携出資等による利益創出の拡大

※1 修正利益ベース。税金等考慮前
※2 旧名称。2025年7月より「大和かんぽオルタナティブインベストメンツ」に名称変更

戦略 ❸ みらいへの挑戦

 インパクト“K”プロジェクトの推進状況

マネジメントメッセージ
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インパクト投資・産学連携の更なる推進
取り組み②

インオーガニック成長等による提供価値拡大への挑戦
取り組み①



分析内容 新しい中期経営計画期間における目標

財務指標

修正利益 2028年度 1,900億円

修正ROE 2028年度 10％ 程度

一株当たりEV成長率 中期平均 8％ 以上

総還元性向
一株当たり配当額

中期平均 55％ 程度

修正利益の達成を前提に 28年度  62円 以上

非財務指標

保有契約件数（※）/ うち民営化後契約
※個人保険

2028年度末 1,600万件 以上 / 1,150万件 以上
全体の底打ち、民営化後契約の底打ち反転を目指す

お客さま満足度 2028年度 93％ 以上

 主要目標

エッセンシャル・カンパニーとして、安心を全国のお客
さまに届けるため、AI・デジタル、お客さまデータに基づ
くマーケティング手法を駆使した事業変革に挑戦し、新

中計期間においても、サービスの変革と、これを支える
ための業務の再構築に取り組みます。

バックオフィス

業務量 1,000人相当 削減（サービスセンターの例）

AI・デジタルを前提とした業務フローへ見直す

お客さま接点業務等に
要員をシフト

フロントライン

活動時間　計200万時間/年 創出（かんぽサービス部の例）

AI・デジタルを駆使し、営業活動における
事前準備・事後記録等の業務を見直す

IT部門

システム生産性 20％向上 成長に向けた投資 900億円規模

システム構造改革や、システム開発工程へのAI組込等により
開発・運用生産性を向上させ、成長投資へリソースを配分

企画部門等

業務量 20％ 削減（本社の例）

AI・デジタルを駆使し、日々の業務を抜本的に見直す2021 2026 2029
（目標）

業務量（人相当）

4,000

2,000
1,000

▲ 2,000

▲ 1,000

中計期間前中計期間

サービスの変革 AI・デジタル、お客さまデータに基づくマーケティング手法を駆使 
▶ かんぽ生命ならではの、お客さまにあった便利で手厚いサービスを提供

業務の再構築

AIを前提とした業務プロセスに変革
▶ 経営資源を効率的に活用し、より付加価値の高い業務スタイルへ移行

（年度始）

新中計期間における主要目標

新中計期間における主要目標は、 2028年度修正利益
1,900億円、修正ROE10%程度、一株当たりEV成長率中
期平均8%以上等を掲げています。

また、総還元性向は中期平均55%程度とし、修正利益
の目標達成を前提として、2028年度に一株当たり配当
額62円以上等株主還元を充実させます。その他、保有契

約件数は2028年度末において、民営化後契約で1,150
万件以上、全保有契約で1,600万件以上を目標として底
打ち・反転の達成を目指し、お客さま満足度は93%以上
を目指します。

当社は、新中計で掲げる各種施策の着実な実現を通し
て、これら主要目標の達成に向けて取り組んでいきます。

AI・デジタル等を駆使した
 便利で手厚いサービスの提供 P.21
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AI・デジタル等を駆使した事業変革への挑戦
取り組み②
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マネジメントメッセージ

社外取締役座談会

新経営体制の下、「成長・挑戦」への
第一歩を踏み出したかんぽ生命への期待

社外取締役

細谷 和男
社外取締役

富井 聡
社外取締役

宇野 晶子

当社は、大西新社長の下、2026年度から新しい中期経営計画をスタートしました。
富井社外取締役、細谷社外取締役、宇野社外取締役の3名で座談会を実施し、

今後に向けた課題・期待について、率直な意見を交わしました。
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2025年度を振り返っての気づきと思うこと

富井　株式市場においては、当社の株価は１年前は低い
水準にありましたが、明確な目標を掲げて、マーケット
としっかり対話してきたことにより回復してきました。
これまで過小評価されていた部分が見直されたものと
捉えています。

しかし、これから株式市場で更に評価を上げていくた
めには、どれだけ当社の実力を上げていけるかが問われ

ます。確かに、日本の人口は減少しつつあり、それに伴
い保険のマーケットも全体としては縮小していくでしょ
うが、お客さまの老後や病気に対する不安には、まだ解
消されていない部分があり、現在の保険商品では十分に
カバーされていません。かんぽ生命の強みを活かすこ
とによって、こうしたニーズを掘り起こせる余地は大き
いと思います。ご高齢のお客さまとの接点が多く、ご自
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宅を訪問することもできるというかんぽ生命の特性を
活かし、保険の力でお客さまの人生をお守りするために
できることは、まだ多くあると考えています。

細谷　当社は、保有契約件数を反転させるための取り組
みを進めている中で、クロスセル事案等が発生し、代理
店監督や法令遵守の点で新たな課題に直面しました。
こうした課題も新たな取り組みを考えるチャンスと捉
え、新中計の議論を進め、今後の戦略を整理できた1年
だったと思います。

今、当社はまさに転換期にあります。株主や投資家の
皆さまに納得いただける経営を推進し、成長戦略を着実
に実行することが求められていると思います。

宇野　この1年間、当社の活動の中で、お客さまから信
頼されているか、新しいお客さまに出会えているか、そ

うしたことを踏まえてお申込みいただけているかといっ
たことに関心を持ってきました。

営業活動においては、全てを現場に任せるのではなく、
リーズ組織を使って本社と現場が一体となって動く取り
組みを始めました。また、評価制度は以前から結果だけ
でなくプロセスを見る形に変更してきましたが、今後、
会社が目指す方向を踏まえ、プロセスをチェックする指
標を調整していくと、より成果につながるものと考えて
います。様々な機会に、多くの社員と話をし、真面目で優
秀な人の多さを感じました。自分たちの仕事に自信や誇
りを持っている社員が多くいるので、本社と現場の接点
や連携はもっと強めることができるはずです。その連携
の強さが発揮できるようになると更に強固な体制になる
と思います。また、かんぽサービス部には、お客さまのこ
とを思ってしっかり活動している社員が多くいることも
分かり、会社として確実に成長していけると感じました。

新しい中期経営計画の推進、今後の成長に向けて

富井　今年度からスタートした新中計では、重要戦略の
1つに「かんぽ価値提供モデルの確立」を掲げています。
いかに多くのお客さまに当社の価値を届けるか、その取

り組みを整理しました。その中で、お客さまにアプロー
チするためのマーケティングの強化は課題であり、この
１、２年で様々な手を打ち始めていますが、今後、会社全
体の意識を更に高めていくことが必要であると考えて
います。

また、2つ目の重要戦略である「運用環境の変化を捉
えた資産運用と社会課題の解決」については、これまで
行ってきた様々な新たな取り組みの成果が表れてきて
おり、特に、インパクト投資は高く評価されています。

そして、3つ目の重要戦略「みらいへの挑戦」では、健
全なリスクテイクの中で、積極的に新しいことに取り組
もうとしており、私も後押ししていきたいと考えていま
す。

宇野　「かんぽ価値提供モデル」の確立に向けた戦略で
は、これまで点在していたお客さまとの接点を一体の業
務運営として整理されたことを活かし、お客さまとの接
点を更に増やし、生涯にわたってかんぽ生命とお付き合
いいただけるように取り組んでいくことを打ち出してお
り、私もそうした取り組みに期待しています。郵便局等の
リアルの強みに、デジタルの強みを加え、より多くのお客
さまと接点を持って信頼をいただけるよう、しっかりした
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フレームワークを構築することが重要と考えています。

細谷　お客さまにとって魅力的な商品を提供できてい
るかという点も非常に重要です。保険商品は差別化が
難しいと言われていますが、保険業界を見れば様々な商
品があります。どの層の方にどのような商品を提供する
のがお客さまのために良いかを考え、リソースを集中し
て差別化を図ることが重要です。お客さまが身近な郵

便局も含め、かんぽ生命の保険に魅力を感じていただけ
るように取り組むことが大事だと思います。

宇野　保険の選ばれ方も大きく変わってきています。AI
に自分の状況に適した保険を聞けば、様々な商品が薦め
られるようになっている中で、かんぽ生命の商品がAIに
推奨され、お客さまが自発的に郵便局に行く流れができ
るようにすることが重要です。安心して自分の将来を預
けられる企業であるかんぽ生命の強みを活かし、若年層
等のアプローチしきれていない層に対しても情報が届
くように接点を増やし、お客さまが困った時にはいつで
も「かんぽさん」や郵便局と相談できるというのが目指
すべき姿だと思います。

細谷　昨今は保険を検討する際に、AIやWebサイトを
活用する方が多いので、最初の入口であるWebサイト
をしっかり作り込んでおくことが、加入いただく方の増
加、業務運営の効率化につながります。また、お客さま
は人生の安心を支える保険をWebサイトで絞り込んだ
上で、窓口等で担当者から詳細な説明を聞き、最終的な
お申込みを決める方が多いと思うので、その最後の段階
に人的リソースを投じることが重要です。

宇野　かんぽ生命が保険の検討や相談先の選択肢の中
に入ることが大事ですね。長い歴史の中で培われた信
頼感は大きな強みであり、それを更に強固なものにして
いくことが大切です。

ガバナンス強化、企業風土改革について

富井　クロスセル事案等については、問題発生後継続的
に郵便局や支店を訪問し、現場の声を直接聞き、経営陣
にフィードバックしてきました。現場では、非常に複雑
で細かいプロセスを一つひとつ改善し、再発防止の仕組
みが整ってきたと思います。

ただ、本質的に、郵政グループは大きく複雑な組織で
あり、様々なリスクが発生しやすいため、監査委員長と
して、引き続き、コンプライアンス上の問題について、現
場とコミュニケーションを取りながら、取り組みが進め
られているか、注視していきたいと考えています。

宇野　コンプライアンスの取り組みの１つである研修
について、その内容や実施回数の報告があり、しっかり
行われていることを確認しています。また、フロントラ
インミーティングの実施や、現場の社員の声を集める仕
組みの構築に取り組まれていることは、ガバナンスが機
能するために重要な体制の整備であり、評価しています。

富井　企業風土は毎年良くなっていると感じています。
以前は、現場の社員に今後の方針や取り組みについて質
問すると、そのようなことは聞いていない、関係ないと
いった反応を受けることもありましたが、現在は、現場
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に本社の方針がしっかり伝わっており、社員それぞれの
意見や考えを聞けるようになりました。

細谷　現場の社員は実直に取り組んでいると思います
が、上から変わっていくことも必要です。上司が部下へ、

自分から扉を開いていくことで、実直に取り組んでいる
良さがもっと活かせると思います。私も経営に携わって
いたとき、「うまくいっていると思っていたが、そこで悩
んでいたのか」と気づかされたことが何度もあります。

大西新社長、今後のかんぽ生命に期待すること

富井　大西新社長は業務に精通しており、明確なビジョ
ンを持っています。日本郵政グループの中で、かんぽ生
命がやりたいことを、グループ全体にとってもプラスに
なるような形で取り組んでほしいと思います。そして、
財務の健全性を確保しながら、かんぽ生命の存在意義で
ある基本的な保険サービスを広く提供し、新たな「かん
ぽ価値提供モデル」の確立を実現することを期待してい
ます。

宇野　新しいビジョンに向かってマネジメント層から
変わり、変革に向けた取り組みを実践していくことが重
要です。マーケティング調査の資料等から、今後、様々
な施策を進めるベースが揃ってきていると感じており、
特にAIやデジタルの活用による新しいステージへの成
長を早期に実現していくことを期待しています。

細谷　マネジメント層が今までのやり方を変えること
によって、部下が変わっていく面もあると思います。当
社のリソースの強みを活かした商品開発や、お客さまの
特性を踏まえた商品・サービスの提供など、マーケティ
ングの観点から本質的なことに的を絞って実行し、かん
ぽ生命の良さをお客さまに理解していただけるように
訴求することが重要です。
　一方で、改善すべき点があれば、新体制で一気に変え
ていってほしいと思います。次々と資料や仕事を増やす
ことで満足するのではなく、ビジネスの価値にフォーカ
スして、課題の本質がしっかり効率よく改善されるよう
に継続して取り組むことが結果的に差別化につながっ
ていきます。

宇野　かんぽ生命に対しては、全国で保険にアクセスで
きない人がいないようにカバーし、若い方も将来に向け
て希望を持てるような保険を提供することが期待され
ていると思います。信頼が一番の財産であり、その信頼

される商品・サービスを、AIやデジタルを活用し、より
多くの方にお届けしてほしいと思います。そして、郵政
グループの基盤を使い、更なるかんぽ生命の価値の創出
に踏み込み、そのポテンシャルを活かすことで、本当に
なくてはならない保険会社となることを期待していま
す。

細谷　全国の郵便局ネットワーク、約1,577万人のお客
さま、約60兆円の総資産といったかんぽ生命の強みを
どのように活かしていくかが鍵となります。新中計の施
策を着実に遂行することにより、より多くのお客さまに
喜んでいただくことができ、会社の成長、企業価値の向
上を実現することができると思いますので、その実現に
向けた取り組みを注視していきたいと考えています。
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